


一体型提携ローンに係る割賦販売法における取扱い

既存住宅の購入とリフォーム工事とを一体的に行うケースにおいて、当該既存住宅の売

買契約及びリフォーム工事請負契約がそれぞれ以下の要件すべてを満たす場合には、当該

リフォーム工事請負契約は、割賦販売法の適用上、「不動産を販売する契約」に含まれるも

のと解して差し支えない。その結果、一体型提携ローンについては、割賦販売法第35条の

３の60第２項第６号に該当し、同法の適用が除外されることとなる。ただし、一体性確保

の趣旨に反する事項を当該売買契約又は当該請負契約に盛り込んだ場合には、割賦販売法

第35条の３の60第２項第６号に該当せず、同法の適用が除外されない。

なお、以下の要件すべてを満たす既存住宅の売買契約及びリフォーム工事請負契約をそ

れぞれ「一体型売買契約」及び「一体型請負契約」と呼ぶ。

１．既存住宅の売買契約について

リフォーム工事請負契約との一体性確保のために、以下①から⑥までの要件すべてが

売買契約書に盛り込まれていることが必要となる。

①買主が一体型請負契約に基づくリフォーム工事を行うことを前提に売買するものであ

ること

②一体型提携ローンの融資承認取得期日までに一体型請負契約を締結することを当該売

買契約の効力発生の条件とすること

※この要件を踏まえると、実務の流れでは、売買契約締結日から融資承認取得期日までの間に一体型

請負契約を締結することとなる

③目的物の所有権移転の時期を一体型請負契約に基づくリフォーム工事の完了時（注文

者及び請負人が署名・押印した工事完了確認書（※）が注文者に交付された時）とす

ること

※「工事完了確認書」とは、リフォーム工事が請負契約どおり行われているか等について注文者

（既存住宅の買主）が現地で工事の完了を確認し、注文者及び請負人が署名・押印する書類

をいう

④リフォーム工事完了後に所有権移転登記を行うこと（※）

※必要に応じて所有権移転「仮登記」により買主の権利を保全すること

⑤一体型請負契約が解除されるなど、リフォーム工事が完了しない場合（工事完了確認

書が交付されない場合）は、当該売買契約も当然に解除されること

⑥目的物の所有権移転前にリフォーム工事を行うことについて、売主が承諾を与えるこ

と及び当該承諾と同時に目的物の占有権の移転（鍵の受渡しなど）を行うこと

別 紙



２．リフォーム工事請負契約について

売買契約との一体性確保のために、以下①から④までの要件すべてが請負契約書に盛

り込まれていることが必要となる。

①一体型売買契約の締結を前提に当該契約に基づく所有権移転に必要となるリフォーム

工事を行うものであること

②一体型売買契約が解除されるなど、目的物の所有権が移転されない場合は、当該請負

契約も当然に解除されること

③リフォーム工事に着手する前に、当該リフォーム工事の注文者（一体型売買契約の買

主）は、一体型売買契約の売主から、当該リフォーム工事を行うことに対する承諾を

得ること

④リフォーム工事は、工事作業の終了後、工事完了確認書を作成し、注文者及び請負人

が署名・押印した上で、注文者に交付されることをもって完了することとすること
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（注）分割融資実行※１については、いわゆる「つなぎ融資」を活用し、
一体型提携ローンについては分割融資※２で実行することも可。

既存住宅の購入とリフォームとが一体的に行われ、所定の要件を満たす場合は、
割賦販売法の規定にかかわらず、「購入＋リフォーム一体型提携ローン」を
提供・活用できます。

既存住宅の「購入＋リフォーム一体型提携ローン」について

※売買契約とリフォーム契約との一体性が両契約書上確保されていることが必要です。
要件の詳細については国土交通省の通知を参照して下さい。

※なお、当該通知の要件を満たす売買契約及びリフォーム契約をそれぞれ
「一体型売買契約」「一体型請負契約」と呼びます。

〇売買契約の締結を前提に当該契約に基づく所有権移転に必要となる
リフォーム工事を行うものであること

〇売買契約が解除されるなど、目的物の所有権が移転されない場合には
リフォーム契約も解除されること

〇買主がリフォーム工事を行うことを前提に売買するものであること
〇リフォーム契約を締結することを当該売買契約の効力発生の条件とすること
〇目的物の所有権移転の時期をリフォーム工事完了時とすること
〇リフォーム契約が解除されるなど、リフォーム工事が完了しない場合には
売買契約も解除されること

＜売買契約上の主な要件＞

＜リフォーム工事請負契約上の主な要件＞

平成29年６月

一体型提携ローンを活用する場合のフロー（イメージ）
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